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第 4 章では、 khan タイプのスタンドのハリス=トダロー経済におけるリプチンスキー定理
(Rybczynski Theorem) とスト lレバー=サミュエルソン定理 (Stolper-Samuelson Theorem) を
証明する。








も高まるという環境クズネッツ曲線 CEnvironmental Kuznets Curve: EKC) 仮説を用い、先進
国=発展途上国における uneven 発展がどのように二国の環境汚染に影響を与えるかを明らかにす
る。さらに、海外投資のメリット、デメリットを明らかにする。

































いの労働を雇用、どれくらいの dirty input を使用するかのサインである。④汚染性インプットと
労働は補完(代替)関係であるため、汚染税は増加したら、ハリス=トダロー曲線の距離は増加
(減少)し、都市工業部門の雇用量は減少(増加)し、農村農業部門の雇用量は増加(減少)する。
第 4 章 リプチンスキー定理とストルパー=サミュエルソン定理
ここでは、スタンドのハリス=トダロー経済におけるリプチンスキー定理 (Rybczynski
Theorem) とストルパー=サミュエルソン定理 (Stolper-Sam uelson Theorem) を証明する。ま
ず、 4.1 節では、 Matusz (1985) のより簡単の証明プロセスを用いてリプチンスキー定理を証明し、
次に、 4.2節では、ジョーンズ・アプローチを用いて、ストルパー=サミュエルソン定理を証明す
る。最後に、 4.3 節では、ジョーンズ・アプローチ (Jones. 1965) を用いて、リプチンスキー定理
を再証明する。二つのアプローチを用いて同じ結果を導くことができる。












ムを導入する。 5.2 節では、汚染削減技術を定義する。 5.3 節では、コスト最小化問題を紹介する。
5.4節では、消費者効用関数を定義する。 5.5 節では、国民所得及びその性質などを紹介する。 5.6






















































第 7 章 Uneven 発展と環境クズネッツ
本章の目的とは，先進国 Crich) と発展途上国 (poor) からなる世界における uneven 発展と環
境問題を明らかにすることである。
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本章では、 uneven 発展により生じた二国の汚染排出の“uneven" 及び資本の海外投資により生
じた汚染排出の海外移転のことについて感心を持つ。そのため、 7.2 節では、 Krugman (1981)の
uneven 発展の動学モデルに Copeland and Taylor (2003) の静学汚染システムを導入する。動学








本章では、 Krugman (1981)の uneven 発展とコープランド=テイラー (2003) の環境クズネッ
ツ曲線理論を合併した。主な結論は 4 つがある。
① δ は高(低)くなればなるほど、汚染排出物の被害度が低(高) ~ ¥ ;環境税は低(高)く、汚













章、都市部の失業率と失業量との関係を解明する第三章、 Harris-Todaro-Kahn (HTK) 型失業










が重要であることを示した。第四章は、 Stolper-Sam uelson 定理と Rybzinski 定理を HTK 型失
業が存在する場合に拡張する議論を整理し、証明を改良した。第五章は Copeland & Taylor によ
る小国開放経済モデルに HTK 型失業を導入し、社会的に最適な環境税率と付随する失業率の関係
を明らかにした。第六章は Copeland & Taylor による二国貿易モデルに HTK 型失業を導入し、
自立経済下での失業率が貿易を通じて収散することを示した。 HTK 型失業の二国一般均衡分析は
前例がなく独自性が認められる。第七章は、南北の格差が貿易と資本の外部効果を通じて益々拡大
する Krugman の不均等発展のモデルに環境の支出を導入し、環境と不均衡発展の相互関連を分
+斤している。
以上の実証研究は先行研究の一定の理解に基づき、新しい知見ないし貢献を付け加えているもの
であり、今後に独立して研究活動に携わる為の資質を示している。よって本論文の審査の結果、博
士(経済学)として合格であるとする。
経 40
